平成30年度第２回高知県社会貢献活動支援推進会議（要旨）

開催日時：平成30年９月７日（金） 13：30 ～ 15：30
場　所：高知会館 ４階　やまもも
議　題：次第参照
○推進会議委員の定足数について

会　長　今回は５人の委員が欠席しているが、定足数に問題はないか。

事務局　当該会議に定足数は定められていないので、開催に問題はない。

１）平成30年度第１回高知県社会貢献活動支援推進会議における委員からの意見に対する回答について

事務局　資料１について説明。
２）第4次高知県社会貢献活動支援推進計画の素案について

事務局　資料２、資料３、資料４について説明。
委　員　取組の成果目標について、ＮＰＯ法人数を370法人に増やす目標にしているが、人口が減少している中でＮＰＯ法人を増やすのはとても難しい状況になっている。また、ＮＰＯ法が出来て20年経ち、安定期に入っており、数だけでない目標も作るのも必要だと思う。

ボランティア・ＮＰＯセンター　第１次計画の時は、ＮＰＯ法が出来て、多くの団体がＮＰＯ法人を取得する流れになり、法人数が増えてきた時期。第２次計画の時は、引き続き法人数が増えていたが、質的な向上に取り組んだ時期。第３次計画の時は、東日本大震災があり、その後で「新しい公共支援事業」が行われた時期になる。

今、ＮＰＯ法人数は全国で約51,000法人になり安定してきており、地域ではＮＰＯ法人にならない住民グループも増えてきていることから、５年で40法人増やしていくのは難しいのではないか。

委　員　今、特に持続可能な開発目標であるSDGsを共通言語に持ち、企業、NPO、行政等が一緒に課題解決に向けて取り組んで行く動きが進んできている。

委　員　ＮＰＯ法人は持続するだけでも大変で、世代交代など色々な要因で解散が増えれば、増加は続かない。あまり数は追い求めなくても良いと思う。

また、ＮＰＯは質の向上とともに、信頼度を高める必要があると思う。大学生にＮＰＯのイメージについてアンケートを採ったが、悪いことをしている団体＝ＮＰＯと思っている学生もいた。良い取組をしていても報道されづらいが、悪いことがあると報道されやすいので、その報道のイメージが強く残っているのだと思う。ＮＰＯは良い取組をしている、信頼できる団体が大多数だということを伝えたい。

　昨年度ＮＰＯに行ったアンケートでも、行政や企業との連携が進まないという回答が多かったが、お互いに信頼し合っていないから進まないのだと思う。

事務局　ＮＰＯ法人の方からも、信頼感がないと寄附も受けられないという話を聴いている。それに加えて寄附する文化がないということもあるので、計画（素案）では、企業や県民にＮＰＯ法人の活動内容を伝えていく周知の取組を入れている。

　連携についても、基本指針Ⅱの（２）の「企業、行政等との連携」の①で企業に対して社会貢献活動団体の情報や連携事例を紹介していくこととし、連携の推進を図っていく。

会　長　委員から指摘のあった要素は計画（素案）で酌み取っているので、「信頼」という言葉が計画（素案）に入っていないことについては、必要があれば事務局が文言を足す形で対応することでお願いする。

委　員　ここ最近、中間支援組織は多様化し、大学も「地域の大学」として地域と連携する機会が増え、中間支援機能を持つようになっている。

　そういった中で、大学とＮＰＯセンターが連携することは非常に重要だと思う。色々な組織のマッチングや、人材育成は大学としても大きな社会貢献ミッションになるので、お互いが共通目標を持って連携していけると思う。

なお、言葉の問題だが、大学を指す場合は教育機関ではなく、教育・研究機関と表現していただきたい。

会　長　委員が先ほどおっしゃった内容は、大枠としては計画（素案）に入っていると思う。私も中間支援組織が多様化し、その役割は大きくなっていると感じている。

　これまでの議論を受けて、「取組目標」、あるいは「取組の成果目標」について、変える必要があるところがあれば意見をいただきたい。

委　員　ＮＰＯ法人数が370法人の増え、会員数が増加したＮＰＯ法人が20％になる目標を達成したとして、活動の中身がどうなっているのか分からない。第４次計画になるので、「具体的な取組」や「取組内容」の中から重要な内容をピックアップし、それに対して質的な目標を掲げても良いと思う。

事務局　「取組目標」や「取組の成果目標」を立てる段階で、質的な評価ができる指標を目標に入れることも考えたが難しい。そのため、計画（素案）の取組を行えば、その効果により、結果的にＮＰＯ法人数や会員数が増えるという考え方で「取組の成果目標」を立てた。もしも委員の方で、質的な評価ができる指標について思い当たることがあればご意見をいただきたい。

会　長　「具体的な取組」や「取組内容」の中から重要な内容をピックアップし、それに対して質的な目標を掲げるべきという意見には賛成する。しかし、今、国や県が作っている色々な計画では、どれも必ず数値目標を立てており、この計画だけ数値目標を掲げないというのは難しいので、事務局としては法人数の増加や会員数が増えた法人を増やすという「取組の成果目標」を掲げているのだと思う。

委　員　ＮＰＯ法施行から20年が経過し、その間公益法人改革もあり一般社団法人も多数出てきており、非営利活動を行う法人主体も多様化してきている。こういった状況を踏まえ、ＮＰＯ法人だけでなく、それ以外の社会貢献活動している団体の数を拾うことも必要だと思う。

事務局　ＮＰＯの課題は５年前とほとんど変わっていない。約７～８割の法人が人材や資金の確保に苦労しており、総務省の社会生活基本調査の指標である「ボランティア行動者率」では、平成28年時点の全国平均が26.0％であるのに対して高知県は22.6％という低い水準になっている。計画（素案）の作成に当たって話を聴いたＮＰＯからも、社会貢献活動が活性化しているということは、より多くの人が活動に参加していることだ、という声が出ていた。

これらを踏まえると、多くの県民が社会貢献活動に参加することは、社会貢献活動をされている方にとっての共通の望みであり、活動の活性化にもつながると思う。そのため、ＮＰＯ法人数が増加することは活動の活性化につながる可能性が高く、会員数が増加したＮＰＯ法人が増えることは、社会貢献活動に取り組みたいと思う方が育成され、活動に参加していることになり、課題である人材確保の解決に近づくと考えている。

また、ＮＰＯ法施行当時に活動を始めた方は20年間経って高齢化しており、今後その活動を持続していくためには若年層にも社会貢献活動に参加してもらう努力をしていくべきだと思う。ナツボラの参加に関する目標は、若年層への啓発という意味がある。

そして、新たな取組を行ったり地域課題の解決を進めるためには質の向上が必要だと思う。それには、企業などが必要としているＮＰＯに関する情報を提供し、協働や連携を進めやすいようにしていくことが必要だと思う。

また、計画（素案）を作るに当たり、色々な関係団体にも話を聴く中で、そういった団体ではＮＰＯセンターがまだ十分に認知されていなかったことから、情報発信に努め、ＮＰＯセンターの登録団体数を600団体に増やすことを目標に入れている。

会　長　他県ではどんな指標が目標として使われているか。

事務局　先ほど話に出た総務省の社会生活基本調査の項目の一つである「ボランティア行動者率」が多く使われていた。ただ、この統計は５年に１回実施され、計画が終了する平成35年度に出ている数値は平成33年時点の数字になる。他には、県民世論調査を使い、県内の社会貢献活動への満足度を測っているところもあった。しかし、本県では社会貢献活動に関する指標を調査していないので、今回の計画の目標にするのは難しい。

会　長　社会貢献活動への満足度を測っていないのであれば、それを測っていくことを計画（素案）に入れてはどうか。

事務局　高知県の社会貢献活動の広がりや、課題解決の進捗が分かる数値で満足度を測っていければと考えている。

会　長　ＮＰＯ法人数の増加についてだが、ＮＰＯ法人数と言った場合、集落活動センターなどはここに入らないのか。

事務局　運営主体がＮＰＯ法人であれば入る。集落活動センターや子ども食堂については、平成31年度までの設置目標が別に県で定められている。

委　員　法人数といった実数よりも割合の方が分かりやすいかもしれない。高知県民のうち、社会貢献活動に参加した人の割合が分かると良いと思う。

事務局　それが「ボランティア行動者率」。高知県は全国平均よりも約４ポイント低い状態なので、そこを高めないといけない。

　　　　ただ、「ボランティア行動者率」は、現在の最新の数字は平成28年の数字で、その発表が平成29年に行われている。第４次計画の終了年度である平成35年度時点の最新の数字は平成33年の数字で２年遅れになる。

会　長　平成28年の数字が５年経ち、これだけ増加したと言ってはいけないのか。問題は、５年間の活動がどうだったのか、ということ。平成28年と平成33年の数字を比較して、それを平成35年度に評価するのでは駄目なのか。

事務局　問題ない。

委　員　「取組目標」の「『気軽に社会貢献活動』の気風づくり」に対応する「取組の成果目標」が、ＮＰＯ法人数の増加や、会員が増加したＮＰＯ法人の割合だけでは成果を測ることが出来ないと思う。

例えば、資料２の「ＮＰＯの状況（成果）」の「地域の人々に理解されている（59.6％）」を何％に、「ＮＰＯの課題」の「民間企業と協働したＮＰＯ法人（14.6％）」を何％にそれぞれ向上するなど、取組に対する成果をもっと色々な視点から測れる指標を目標に付け足しても良いと思う。

会　長　「ＮＰＯの状況（成果）」で書かれている「アンケートの回答による」というのは県自前のアンケートか。

事務局　昨年度実施し、推進会議でも結果を報告したアンケート調査のこと。

　　　　このアンケートは、今まで計画の策定に合わせて５年に一度実施してきたが、今後はＮＰＯ法人の事業報告と併せて毎年実施し、より細かく進捗管理をしていきたいと考えている。

委　員　信頼を得る、ということならば、ＮＰＯ法人の総収入に占める寄附金の割合も指標になると思う。毎年割合を測ることで、県民からの信頼度の変化が測れると思う。

また、会員数の増加だが、20年活動しているような団体は会員が出たり入ったりすることがよくある。ただ、そういった団体は会員にはならないが活動を手伝ってくれる人は多くいる。法人にとって会員数は出しやすい数字だが、会員だけではなく、事業を手伝ってくれるボランティアの人数を把握していくことも重要だと思う。

委　員　既存のＮＰＯ法人に、会員やボランティアで参加している人が現状何人いるか調べ、それが５年後どうなったのか同じ法人で調べるという方法でも成果を測ることができると思う。

事務局　現在、そういう数を調べていないため、その指標を目標にするのは難しい。ただ、来年度から事業報告書と併せて実施することを考えているアンケート調査の指標として検討していきたい。

委　員　ＮＰＯ法人という言葉に引っ掛かっている。四国銀行はこうち森林救援隊という団体と10年間、連携・協働して社会貢献活動をしている。２ヵ月に１回、何十人単位で交流し、資金提供も行っている。民間事業者とＮＰＯの連携・協働の取組では県内で一番の規模だと自負している。また、地方銀行64行が参加し、日本の森を守る活動をしている「日本の森を守る地方銀行有志の会」の中でもモデル事業になっている。しかし、こうち森林救援隊がＮＰＯ法人でないために計画（素案）の目標に入らないのはどうかと思う。

会　長　ＮＰＯ法人数を増やすという目標が達成できなかった場合でも、法人ではない集落活動センターや地縁団体などが大幅に増えれば、気風づくりができていると思うので、そのことを示す指標を検討してはどうか。

事務局　検討させていただく。ただ、ＮＰＯ法人にかかわらず、社会貢献活動をしている団体全てに焦点を当てることは大事だと思うが、目標として掲げたら、現状を把握し、目標の進捗管理をしないといけない。社会貢献活動をしている団体数を、例えばＮＰＯセンターで捉えることはできるか。

ボランティア・ＮＰＯセンター　ＮＰＯセンターに登録している団体数であれば分かる。しかし、登録している団体にはＮＰＯ法人以外の社会貢献活動をしている団体も含まれるが、社会貢献活動をしている団体が全て登録しているわけではない。

委　員　市町村が地域で活動している団体を把握しているということはないか。

事務局　していない。

会　長　把握できなければ目標に掲げることはできない。

委　員　最初、ＮＰＯ法人数を370法人に増やすという目標には反対だったが、色々な取組を行った結果として法人数が増える、という考え方であれば理解できる。

委　員　社会貢献活動を行う団体の定義は幅広い。広義では様々な法人や任意団体を含むが、狭義ではＮＰＯ法人を指す。各委員の間でも社会貢献活動を行う団体について異なるイメージを持っているので、議論になっているのだと思う。

ＮＰＯ法人だけではなく、社会貢献活動を行う団体としてある程度の範囲を設定し、例えば寄附額や、ボランティアの数といった複数の指標を立て、社会貢献活動が増減を推計できるようにしてはどうか。一つの指標では社会貢献活動の活性度合いを測ることは難しいと思う。

事務局　資料３のP.24～25に載せているが、実施項目ごとに目標を設定し、その進捗管理も行っていくこととしている。

ＮＰＯ法人の活動へのボランティアの参加者数などについては、今後、できる範囲で把握していくことを考えています。

委　員　社会貢献活動推進支援条例では、市町村の責務が掲げられており、市町村も社会貢献を行う団体を把握しているのではないか。また、各市町村社協もそれぞれの市町村の社会貢献活動を行う団体を把握することもできると思う。市町村か市町村社協のどちらかで、社会貢献活動を行う団体や、その団体の活動への参加者がどれぐらいいるか、大体の数は把握できると思う。

事務局　市町村は把握していない。

ボランティア・ＮＰＯセンター　市町村社協では福祉系のボランティア団体数やその活動への参加者数は把握しているが、福祉系以外の団体は把握していない。

委　員　集落活動センターや子ども食堂の扱いだが、運営主体がＮＰＯ法人以外のところでもやっていることは同じ。法人格が有るか無いかの違いだけなので、その数を捉えていくことも必要だと思う。

事務局　集落活動センターや子ども食堂の数については、資料３のP.25に目標が掲げられている。

各委員の意見を踏まえ、新たに「ボランティア行動者率」を「取組の成果目標」に追加したいと思う。ただ、先ほども説明したとおり、平成28年と平成33年の数字の比較になるので、注釈を入れて対応したいと思う。

会　長　それでは「取組目標」と「取組の成果目標」については、この議論を踏まえ、事務局に修正していただく。

次は具体的な取組内容について意見を伺う。

ボランティア・ＮＰＯセンター　これからのＮＰＯを取り巻く動きの中で大事なことが２つあると思う。

１つは休眠預金の活用について。今、休眠預金の指定活用団体が公募されており、次は資金分配団体が決まって行くことになる。そうした中、なぜ今回の計画（素案）に休眠預金の活用に向けた動きについての記載が無いのか疑問だ。例えば四国のどこかで資金分配団体を受けるところが出てくれば、ＮＰＯを支援する動きにも変化が出てくると思うので、計画（素案）に位置づけるべきだと思う。

事務局　具体的な仕組みが分かれば計画にも記載できるが、現時点でまだどういった形になるのかはっきり決まっていないので計画（素案）に入れるのは難しい。

ボランティア・ＮＰＯセンター　もう一つは、認定ＮＰＯ法人への移行促進。現在、県内には認定ＮＰＯ法人が９法人あるが、認定を受けるには国の基準を満たす必要があり、認定を受けることは法人の信頼にもつながると思う。ただ、国の基準による認定だけでなくて、地方自治体が基準を作り、それに合うＮＰＯ法人を条例指定していくやり方もあるので、それを進めてはどうか。認定を受けるには、国の基準では3,000円以上の寄附金額を年平均100人以上から受ける必要だが、人口が約70万人の高知県、ましてや中山間地域で活動する法人でそれだけの寄附者を集めるのはハードルが高いと思う。県内の実情に合った基準を作り、条例指定していくことができれば、寄附金の増加や、企業などとの連携も進めやすくなると思う。

事務局　今まで検討していなかった提案で、制度についての知識も持っていないため、改めて調べて対応を検討する。ただ、条例で指定するということは、それだけの必要性や理由がいるので、その点は理解しておいて欲しい。

委　員　資料３のP.23に「災害時における取組」というものがあるが、例えば、どこかが中心となって災害関係のボランティア団体のメーリングリストなどを作ったり、緊急時に地域住民や企業がＮＰＯとどのように接触するか、といったことを決めていって欲しい。災害時の取組については今後力を入れてやっていただきたい。

ボランティア・ＮＰＯセンター　災害時の動きとしては、県社協の中に災害ボランティア活動支援本部が立ち上がるようになっており、ボランティア活動を呼び掛けたり、情報提供を行うような仕組みになっている。

　　　　そして平時には、災害ボランティア活動支援本部ネットワーク会議という組織を作り、災害時にスムーズに動けるよう活動している。この会議は年に１～２回開催しており、日本赤十字社や、経営者協会、青年会議所、高知大学など色々な団体が参加している。

会　長　県ではどういう動きをしているか。

事務局　各市町村に災害ボランティアの組織を作る際、その中にＮＰＯを入れてもらうようにしている。それにより災害時、災害ボランティア活動支援本部が立ち上がった時にはＮＰＯにも連絡が入るようになっている。さらに７月頃、国からガイドラインが出され、災害時にボランティアとネットワークを組んでいくことが示されたので、それに沿って今後取組が強化されていくと思う。

ボランティア・ＮＰＯセンター　災害ボランティア活動支援本部ネットワーク会議には県の南海トラフ地震対策課がオブザーバーとして入っている。市町村では市町村社協が中心となって災害ボランティアセンターを作ることになっている。

会　長　今後の進め方について。この会議の後、各委員がこの計画（素案）をもう一度見直し、気付いた点があれば個別に事務局に意見を伝える時間を取ってもらいたい。その期間は９月末まで取ってもらって構わないか。

事務局　構わない。

会　長　この会議を欠席している委員にもそのことを伝えていただきたい。
それでは司会を事務局にお返しする。

事務局　今回の会議で各委員から意見をいただき、大まかな形が出来てきたので、今後は事務局で計画（素案）の修正作業を進めていくが、よろしいか。

＜異議なし＞

事務局　了承いただいたので、今回の会議の意見や９月末までにいただいた意見を踏まえ、事務局で計画（素案）を修正し、各委員にお送りする。

　今後のスケジュールは、計画（素案）の修正後、庁内での確認を行い、12月にパブリックコメントを実施する。そして、その結果を反映させた計画（案）を２月開催予定の第３回推進会議で各委員に最終確認していただくこととする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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